様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021年1月13日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） かぶしきかいしゃりこー
                              　一般事業主の氏名又は名称 　株式会社リコー
（ふりがな） やました　よしのり
                              （法人の場合）代表者の氏名 　山下　良則 　印
住所　〒143-8555　　東京都大田区中馬込1-3-6

法人番号　2010801012579　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①リコーグループ統合報告書2020(第1版)

	公表日
	①2020年10月30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://jp.ricoh.com/-/media/Ricoh/Sites/jp_ricoh/about/integrated-report/pdf2020/all_J.pdf
：P10,17,18,21,27

	記載内容抜粋
	◆コロナ影響による現状認識
・COVID-19により世界は一変。お客様の働き方の変化に対応した顧客提供価値と社会課題解決が必要。

◆2036年ビジョン「“はたらく”に歓びを」
・業務の効率や生産性向上を超え、はたらく人の充足感や達成感、自己実現に目を向け、「はたらくを歓びに」変えるお手伝いをすることが、リコー の使命であると考える。

◆「デジタルサービスの会社」への変革に向けて
・リコーが目指す「デジタルサービスの会社」とは、はたらく人の創造力を支え、ワークプレイスを変えるサービスを提供する会社。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会より権限移譲されているGMC（Group　Management　Committee：執行ﾚﾍﾞﾙの最高会議体）にて承認済み。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①リコーグループ統合報告書2020(第1版)
②IR Day（会社説明会）「オフィスサービス事業」報告資料

	公表日
	①2020年10月30日
②2020年11月26日（IR Day開催日）

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①https://jp.ricoh.com/-/media/Ricoh/Sites/jp_ricoh/about/integrated-report/pdf2020/all_J.pdf
：P27-29,31-32
②https://jp.ricoh.com/-/Media/Ricoh/Sites/jp_ricoh/IR/events/2020/pdf/IRDay_03.pdf
:P16-18

	記載内容抜粋
	◆リコーがデジタルサービスの会社になるための強み（競争優位性）
1）グローバルに広がる140万社のプリンティングのお客様
2）ラストワンマイルというリアルな接点を持つ
3）フィールドエンジニア11,000人による親身な顧客対応力
4）ソフト開発やSEなど16,000人のデジタル人材が顧客課題を解決
5）グローバル約4,000社のパートナー連携による価値提供

◆デジタルサービスのグローバル展開に向けた方策の制定
1）中小企業にフォーカスした新たなビジネスモデル創造
2）各販売会社の強みを生かしたサービスの地域展開と拡大
3）ITケーパビリティの強化（パートナーアライアンス含む）

◆データサイエンティスト育成と現場におけるデータ活用の促進
・取得したデータを最適なAI技術で活かしきり、さまざまなワークプレイスでお客様に価値を提供していく。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会より権限移譲されているGMC（Group　Management　Committee：執行ﾚﾍﾞﾙの最高会議体）にて承認済み。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①2020年度第2四半期　決算説明資料
　P27事業競争力の強化、P29カンパニー制への移行
https://jp.ricoh.com/-/Media/Ricoh/Sites/jp_ricoh/IR/events/2020/pdf/r02q2_1.pdf
②2020年11月26日　IR-Day（会社説明会）
　「オフィスサービス事業」P6　販売体制強化の進捗状況
https://jp.ricoh.com/-/Media/Ricoh/Sites/jp_ricoh/IR/events/2020/pdf/IRDay_03.pdf
③TRIBUS
https://accelerator.ricoh/

	記載内容抜粋
	◆事業競争力の強化とカンパニー制への移行
・デジタルサービスの会社への体制構築の一環として2021年4月以降カンパニー制への移行。
・CDIO (Chief Digital Innovation Officer)に田中豊人氏を任命。
・グループ本社の機能として「デジタル戦略部」を新設。
・社内IT部門とワークフロー改革部門を直轄するだけでなく、一部販売部門も兼務した実効性検証を開始。

◆販売体制強化の進捗状況
・ITサービス会社、アプリケーションベンダーの戦略的買収によりデジタルサービスのグローバル展開に向けた体制強化を図る。

◆TRIBUS（トライバス）プロジェクト
・社内外からイノベーターを募り、リコーのリソースを活用しイノベーションにつなげるプロジェクトを立ち上げる。



②最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①リコーグループ統合報告書2020(第1版)　 
　P32　お客様に最高の支援を提供するためのAI開発https://jp.ricoh.com/-/media/Ricoh/Sites/jp_ricoh/about/integrated-report/pdf2020/all_J.pdf

	記載内容抜粋
	◆お客様に最高の支援を提供するためのAI開発
・2017年にAIの専門組織として「AI応用研究センター」を設立。
・製品へのAIの搭載や、社内業務改革への適用などに取り組んでいる。

＜デジタルサービスを支えるAI技術例＞

●トンネルのモニタリングシステム
トンネルの状態を鮮やかに可視化し、AIで調書作成を支援することで社会インフラの安全に貢献。

●360度画像の超解像技術
不動産業界へ物件の内覧をオンラインで行うバーチャルツアーの提供。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①IR Day（会社説明会）「オフィスサービス事業」報告資料


	公表日
	①2020年11月26日（IR Day開催日）

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①https://jp.ricoh.com/-/Media/Ricoh/Sites/jp_ricoh/IR/events/2020/pdf/IRDay_03.pdf
:P13

	記載内容抜粋
	◆「オフィスサービス売上高」：6,030億円（2022年度）
・業種・業務課題解決型サービスやソリューションの更なる展開強化
・各国の強みを活かしたセンター・オブ・エクセレンスによるサービス提供力向上

◆「ストック売上比率」:45%（2022年度）
・ストック型ビジネス（サブスクプリョン型サービス提供）への転換
・デジタルによる顧客への継続的な価値提供を実現

◆「プラットフォーム開発人員」:520名（2022年度）
・RSIプラットフォームによるリコー製品及びパートナーアプリの連携・リコー内製アプリ強化



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年10月30日

	発信方法
	①リコーグループ統合報告書2020(第1版)
https://jp.ricoh.com/-/media/Ricoh/Sites/jp_ricoh/about/integrated-report/pdf2020/all_J.pdf

	発信内容
	P5～P10で代表取締役 社長執行役員 CEOよりトップメッセージとして以下を発信。
◆「デジタルサービスの会社」を目指す
・従来のOAメーカー的行動パターンから脱却
・デジタルの力を活用し、アウトプットの質や量を向上させていく　　・お客様と共に価値創造し、それらをサービスとして提供していく

◆「事業を通じた社会課題解決」を目指す　　　　　　　　　　　　　・「事業を通じた社会課題解決」と、これを支える「経営基盤の強化」の領域で7つのマテリアリティを特定
・各マテリアリティに紐づく14のESG目標を設定



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	・2019年10月3日　DX推進指標自己診断フォーマット提出済み

	実施内容
	・提出時点における課題の把握、及び2022年を見据えた定量的な目標値の設定は明確化している。
（※提出済みフォーマットは添付資料参照）



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2004年12月頃　～現在

	実施内容
	◆リコーグループの情報セキュリティ
https://jp.ricoh.com/security/management

●国内外のISMS認証取得状況
・国内8社、海外49社、計57社がISMS認証を取得済み（2020年6月現在）
・リコーの国内グループ会社は2004年12月にISMS認証を取得。
・2006年には海外のグループ会社も認証に加わり、グループとしての情報セキュリティ推進体制の確立、定着をはかってきた。
・お客様や外部機関からISMS認証取得の要請を受けた会社・組織で、認証を取得していく方針を掲げてる。
・2019年度、ISMS認証の更新審査を受審し、認証を継続している。

◆サイバーセキュリティ成熟度評価
・リコーグループでは、内部監査および外部審査を通じて、第三者がISMSの適合性や有効性を確認できる仕組みを整備。
・2018年度も継続して監査を実施し、外部監査の結果から「横断的な情報セキュリティガバナンス体制のさらなる強化」が課題として浮かび上がる。
・監査結果に基づき、より強靭で横断的なガバナンス体制の構築に取り組んでいる。
※情報処理安全確保支援士在籍人数：15名（2020年12月時点）


（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。
